
資料 ５ 

船橋市立保育園の民営化に関する基本的考え方 

１．民営化の目的 

民営化により捻出する財源を、待機児童への効率的な対応を図るために活用するほか、民営

化する公立保育園の職員を、在宅子育て家庭への支援などの地域子育て支援や要保護・要支援

児童の保護者への支援のため活用します。さらに、公立保育園における発達支援保育の充実や、

緊急的一時保育の実施のために人材を投入します。 

また、質の高い民間事業者の参入により、市全体の保育の質の向上を図るとともに、民間事

業者の柔軟性や活力、ノウハウを活かした保育サービスを展開し、利用者が満足する保育サー

ビスを提供していきます。 

 

２．民営化の進め方 

保護者の理解や協力を得ながら、円滑な移行を図るため、民営化に関する情報は積極的に提

供するとともに、説明や意見を聴く機会を確保します。 

    民営化を進めるにあたっては、民営化を進めるうえでの基本的なルールや、移行期において、

お預かりしているお子さんに配慮するための進め方などを定めた民営化ガイドラインを策定し

ます。ガイドライン策定にあたっては、保護者や関係者の意見を十分お聞きしながら作成します。 

    

３．民営化の手法 

    民営化する手法としては、市の財政的な効果、事業者による経営の継続性や安定性、事業運営

の自立性等を考慮し、市の施設を譲渡または貸し付け、私立保育園として運営する「移管方式」

とします。 

    

   ４．設置・運営主体 

    認可保育所の設置・運営の経験がある社会福祉法人等とします。 

     

５．対象園の選定基準 

    民営化対象園の選定には、地域の特性やニーズを踏まえ、以下の点を重視して、総合的な見地

から判断して、市が決定します。 

① 地域の公・私立保育園の設置状況 

② 通園の利便性がよく、将来にわたって保育需要が見込めること 

③ 民営化移行時に耐震整備や老朽化に伴う建て替え・改築・大規模修繕の必要がないこと 

 

６．民営化スケジュール 

 民営化にあたっては、２年間の準備期間を設け、平成 25年４月から１園ずつ順次移行してい

きます。 
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民営化の手法（指定管理と移管） 

  指定管理者制度（公設民営） 移管（民設民営） 

保育所の設
置者 

市（新たな認可不要） 民間事業者（新たな認可が必要） 

保育料 
児童福祉法の第 24 条、第 56 条により
市が決定し、市の収入 

児童福祉法の第 24 条、第 56 条により
市が決定し、市の収入 

入所決定 市が決定 市が決定 

経費負担 
市から指定管理料として運営費を支払
う。 

市から国の負担金等を含めて委託料・
補助金として交付。 

運営面での
公立保育所
との比較 

1. 市が保育の内容・職員配置などの
条件を仕様書で指示することが
可能。 

2. 職員配置、施設整備について市の
保育施策や条件の範囲内で、民間
事業者による柔軟な対応が可能。 

3. 延長保育、障害児保育、その他の
特別保育事業については、公募時
の条件付けで実施可能。詳細につ
いては、市との協議。  

4. 保護者等の要望については、内容
により、指定管理者または市が対
応。  

5. 市の財政効果は、移管（民設民営）
と比較すると少ない。 

1. 事業者の保育方針を尊重した保育
を行うことができる。 

2. 基本的に国の配置基準や市の補助
基準に基づき、民間事業者が独自
に職員の配置、施設整備が可能。 

3. 延長保育、障害児保育、その他の
特別保育事業については、事業者
の選定の際の条件とすることは可
能。 

4. 保護者等からの要望については、
基本的に民間事業者が対応。 

（1～４については、事業者の募集の
際の条件としたり、事業者・保護
者・市の間等で運営委員会を作り、
協議することは可能） 

5. 市の財政効果は、指定管理者制度
（公設民設）より大きい。 

 




